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１．はじめに

■ 総事業費を変更する事業であることから、再評価を実施する。

今回、再評価を実施する理由

事業計画の変更内容

○総事業費： 約５２３億円 → 約５４３億円（約２０億円増額、３.８％増）

○「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」の 第３ １ (５)「社会経済情勢
の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業」に該当

■ 令和元年台風第１９号による事業箇所の被災等とその対応及び人件費や資材価格の上昇に

関する費用等に関する、総事業費を変更する。

流域委員会と事業評価監視委員会との関係について

○ 「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」第６の６
６月２９日流域委員会における審議の結果

■河川事業、ダム事業については、河川整備計画策定後、計画内容の点検のために学識経験者

等から構成させる委員会等が設置されている場合は、事業評価監視委員会に代えて当該委員

会で審議するものとする。
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※出典：平成27年度 国勢調査（総務省）

流域面積 5,090km2

幹川流路延長 約213km

流域市町村数 10市12町15村

流域市町村人口※ 約166万人

上流域の崩壊地（仙丈ヶ岳）

■天竜川は、幹川流路延長約213km、流域面積5,090km2

の我が国有数の大河川であり、また、上流域は、地形

が急峻なことに加え、地質が脆弱で大規模な崩壊地が

多いため、土砂生産が活発である。

■流域市町村には、約166万人（10市12町15村）の人々

が生活しており、この地域の産業・経済・社会・文化の

基盤を築いてきた。

天竜川の流域の概要

天竜川流域図

２．事業の概要
(１）流域の概要

美和ダム再開発
●

基準地点：天竜峡

遠州灘

美和ダム再開発
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＜美和ダム再開発のイメージ＞

(２）事業の目的及び計画内容

凡 例

洪水調節強化

貯水池堆砂対策

ストックヤード施設
（施工中）

堆砂掘削（200万m3）
（H17完成）

利水容量の一部振替
（R1完了）

貯砂ダム
（H17完成）

土砂バイパス
トンネル

（H17完成）

分派堰
（H17完成）

事業の目的

計画の内容
■ 洪水調節機能の強化

① 「堆砂掘削」
② 「利水容量の一部振替」

■ 貯水池堆砂対策（洪水調節機能の恒久的な保全）
① 「土砂バイパス施設」
② 「ストックヤード施設」

美和ダム

土砂バイパス施設

■ 既設美和ダムの洪水調節機能を強化し、河道の整備と併せて天竜川上流部の洪水氾濫から人々の
暮らしを守る。

■ 美和ダム貯水池への堆砂を抑制し、洪水調節機能の保全を図るとともに土砂移動の連続性を確保する。

〈再開発後の貯水池容量配分図〉

〈再開発前の貯水池容量配分図〉

利水容量280万m3を
洪水調節容量に

振替

死水容量 2,620千m3

堆砂容量 6,590千m3

発電容量 10,350千m3

(不特定かんがい 4,000千m3）

洪水貯留準備操作（予備放流）容量 3,020千m3

洪水貯留準備操作（予備放流）水位 EL 805.5m

洪水貯留準備水位 EL 808.0m
洪水調節容量 13,400千m3

平常時最高貯水位 EL 815.0m

平常時最高貯水位 EL 815.0m

洪水調節容量 16,200千m3

洪水貯留準備水位 EL 806.1m
洪水貯留準備操作（予備放流）容量 3,020千m3

洪水貯留準備操作（予備放流）水位 EL 803.4m

発電容量 7,550千m3

(不特定かんがい 4,000千m3）

死水容量 2,620千m3

堆砂容量 6,590千m3
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(２）事業の目的及び計画内容

■ 貯水池堆砂対策の概要
①土砂バイパス施設（土砂バイパストンネル、分派堰、貯砂ダム）

・流入する土砂のうち、粗い土砂を貯砂ダムで捕捉し、細かい土砂の一部を土砂バイパストンネルで

下流へ排砂する。

・これらにより、粗い土砂と細かい土砂の一部がダム湖へ流入することを抑制する。

美和ダム

②分派堰による一部の
細かい土砂の土砂バイ
パストンネルへの排砂

①貯砂ダムによる
粗い土砂の捕捉

③土砂バイパストンネルによる排砂

洪水による
土砂流入

※捕捉した粗い土砂
は非出水期に除去

ダム湖

粗い土砂

細かい土砂
の一部

細かい土砂

残りの細かい土砂
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(２）事業の目的及び計画内容

美和ダム

①浚渫

分派堰

貯砂ダム

④土砂バイパストンネルによる排砂

ストック
ヤード

■ 貯水池堆砂対策の概要
② ストックヤード施設

・分派堰を越えて、ダム湖に流入堆積した残りの細かい土砂を、非洪水期に浚渫してストックヤードに
貯めておき、洪水時に土砂バイパストンネルで下流へ排砂する。

・これにより、「①土砂バイパス施設」で排砂しきれなかった残りの細かい土砂を排砂することができ、
美和ダムの洪水調節機能を恒久的に保全することが可能。

ダム湖

残りの
細かい土砂

②送泥

③土砂バイパストンネルへの
排砂
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(３）事業の経緯

昭和34年 12月 美和ダム完成

昭和62年 4月 美和ダム再開発の実施計画調査に着手

平成元年 4月 三峰川総合開発事業（戸草ダムと美和ダム再開発）の建設に着手

平成2年 8月 戸草ダムの建設及び美和ダムの建設（再開発）に関する基本計画を告示

平成13年

2月 土砂バイパス施設（土砂ﾊﾞｲﾊﾟｽﾄﾝﾈﾙ、分派堰、貯砂ダム）の整備及び堆砂掘削に着手

7月
工業用水※1、発電（戸草発電所）のダム使用権設定の取り下げ申請（長野県知事）

平成17年
5月 土砂バイパス施設（土砂ﾊﾞｲﾊﾟｽﾄﾝﾈﾙ、分派堰、貯砂ダム）の完成、堆砂掘削の完了

6月 土砂バイパス施設（土砂ﾊﾞｲﾊﾟｽﾄﾝﾈﾙ、分派堰、貯砂ダム）の試験運用開始

平成19年 12月 中部地方ダム等管理ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会（土砂バイパス施設の排砂効果等の評価）

平成20年 7月 天竜川水系河川整備基本方針を策定

平成21年 7月 天竜川水系河川整備計画を策定

平成22年 4月 河川総合開発事業として美和ダム再開発を継続

平成25年 7月 「湖内堆砂対策施設検討委員会」を設立（～平成26年6月）

平成26年 3月 戸草ダムの建設及び美和ダムの建設(再開発）に関する基本計画の廃止を告示

平成27年 9月 ストックヤード施設の工事着手

平成28年 10月 「湖内堆砂対策施設モニタリング委員会」を設立

平成30年 9月 三峰川再開発事業（美和ダム再開発）に伴う基本合意（長野県企業局）

平成30年 12月 美和ダム管理費用の見直しに関する協定の締結（長野県企業局）

令和元年 5月 利水容量の一部振り替え

令和元年 6月 美和ダムの洪水調節方法の変更
6



リニア中央新幹線

美和ダム再開発

約272千人 約274千人 約265千人

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H17 H22 H27

（人） 浸水区域を含む市町村※1の人口

①地域開発の状況（流域周辺の主要交通網及び産業）

①地域開発の状況（人口）

■ 三峰川、天竜川上流の氾濫により浸水の恐れのある区域を含

む３市３町４村の人口は、ほぼ横ばいの傾向。

■ 天竜川上流域は、伊那市、駒ヶ根市、飯田市などの主要都市

を中心に、天竜川沿いに伊那谷とよばれる生活圏が形成され

ており、中央自動車道、国道１５３号、ＪＲ飯田線等主要な交通

が集中している。

■ 令和９年には、この地域にリニア中央新幹線が開業する予定

で、人口の増加や産業・観光の発展に期待が寄せられている。

３．評価の視点
１）事業の必要性に関する視点

（１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

※平成17年、平成22年、平成27年国勢調査
（飯田市、伊那市、駒ヶ根市、飯島町、松川町、高森町、宮田村、中川村、喬木村、豊丘村）

凡 例

東海道新幹線

鉄道 （ＪＲ）

鉄道 （私鉄）

高速道路

国道

県境

流域界

基準地点

大臣管理区間

ダム

三遠南信自動車道

人口の推移※

長野県駅（飯田市）
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②過去の主な災害実績（洪水）

■ 天竜川では、これまで幾度も洪水による被害を受けており、戦後最大流量を観測した昭和５８年９月
洪水においては、被害家屋６,５５５戸となる甚大な被害が発生した。

■ 近年では平成１８年７月洪水において、三峰川合流点より上流の諏訪湖周辺での浸水被害、箕輪町
での堤防決壊等、２,９３５戸の被害が発生した。

S58.9災害 飯田市松尾地区S36.6災害 飯田市川路地区 H18.7災害 堤防決壊（箕輪町松島地区）H18.7災害 諏訪市上諏訪地区

（１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

天竜川上流部の主な水害

発生年月 気象要因 被 害 の 内 容

昭和３６年６月 梅雨前線豪雨 死者・行方不明者136名 、流失819戸 、全壊・半壊184戸 、床上浸水3,333戸 、床下浸水4,498戸 、浸水面積2,626ha

昭和４３年８月 台風１０号 死者・行方不明者7名 、全壊・流失28戸 、半壊・床上浸水183戸 、床下浸水679戸 、浸水面積392ha

昭和５７年７月 台風１０号 死者・行方不明者2名 、全壊・流失・半壊17戸 、床上浸水175戸 、床下浸水813戸 、浸水面積377ha

昭和５８年９月 台風１０号 死者・行方不明者6名 、全壊・流失・半壊60戸 、床上浸水2,312戸 、床下浸水4,183戸 、浸水面積1,978ha

平成１８年７月 梅雨前線豪雨 死者・行方不明者12名 、全壊・半壊12戸 、床上浸水1,116戸 、床下浸水1,807戸 、浸水面積661ha

注） 表中は、天竜川上流部（長野県内）の被害を示す。

・ 長野県の災害と気象 長野県 (昭和36年6月洪水については全県の値)
・ 水害統計 国土交通省河川局
・ 諏訪湖・天竜川河川激甚災害特別緊急事業等資料（天竜川上流河川事務所・長野県諏訪建設事務所）

（出典）
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①洪水調節機能の強化

■ 昭和５８年９月洪水と同規模の洪水（戦後最大規模相当）に対して、洪水調節機能の強化により、
天竜川本川（天竜峡地点）の最大流量を約７０m3/s減らすことにより、河川の水位を約０.２m下げる
ことができる。

（２）事業の投資効果

●基準地点天竜峡（139.0KP付近）では
流量減少 約70m3/s

水位低下量 約0.2m

350

355

360

365

370

375

380

標高（m）

372

373

374

375

376

377

美和ダム（再開発後）あり（河川整備計画※実施後 ） T.P.372.62m

美和ダムなし（河川整備計画※実施前 ） T.P.375.44m

美和ダム（再開発後）あり（河川整備計画※実施前） T.P.374.85m

美和ダム（既設）あり（河川整備計画※実施前） T.P.375.06m

約0.2m

※H21.7策定の河川整備計画に位置付けられた整備

②貯水池堆砂対策

■ 貯水池堆砂対策を実施することにより、美和ダムへの堆砂を抑制し、恒久的に洪水調節機能を
保全することができる。

美和ダム
(再開発後）

調節後流量
410m3/s

流入量
660m3/s

美和ダム再開発事業位置図

●基準地点

●ダム地点

●ダム地点では（ピーク時）
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（３）事業の進捗状況

■ 令和２年３月末までに、事業費約４９７億円を投資（進捗率約９５％：事業費ベース）。
■ 平成１７年に土砂バイパス施設（土砂バイパストンネル、分派堰、貯砂ダム）が完成するとともに、

堆砂掘削約２００万m3を完了している。

■ また令和元年５月には利水容量の一部振替が完了している。

■ 引き続き、ストックヤード施設の整備を実施する予定。

（令和2年3月末時点）

堆砂掘削

(約200万m
3
)

利水容量の一部振替
（発電容量280万ｍ3の買取）

土砂バイパス施設
（土砂バイパストンネル、

分派堰、貯砂ダム）

ストックヤード施設

貯水池堆砂対策

事業進捗率
(523億円）

洪水調節機能の強化

１００％ （平成１７年度完成）

１００％（令和元年５月完了）

９５％（約４９７億円）

７０％

１００％ （平成１７年度完成）

① 全体事業の進捗状況
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■ 平成２７年から整備に着手しており、今年度はストックヤード本体を建設しているところ。

■ なお、ダム下流の環境に配慮した運用方法等について、「湖内堆砂対策施設モニタリング委員会」で
助言を得ながら検討を行っている。

② 貯水池堆砂対策（ストックヤード施設）

（３）事業の進捗状況

＜モニタリング委員会＞
＜ストックヤード施設完成予想図＞

運用計画

結果の分析

試験運用・
モニタリング調査

運用計画の
評価

＜検討の流れ＞

委員会開催状況

＜ストックヤード施工状況(令和元年7月撮影)＞

ストックヤードストックヤード

貯砂ダム
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＜総事業費の見通し＞
■ 令和2年度予算を含めると、事業費約５２２億円を執行予定（進捗率約99％：事業費ベース）
■ 令和3年度以降の予算は約１億円
■ 前回再評価（平成２９年度）以降、令和元年台風第19号により事業箇所が被災したこと、人件費・資

材価格が上昇したことなどにより、あらゆるコスト縮減を図っているものの、約２０億円増加せざるを
得ず、総事業費が約５４３億円（約３.８％の増額）となる見通しである。

（４）事業費の増額

変更要因
増減額
（億円）

１．出水による事業箇所の被災等とその対応 +12.3

a)出水による施設の被災対応 +0.6

b)再度災害防止 +10.3

c)出水に備えた対応 +1.4

２．現地詳細条件の確定とその対応 +2.3

d)地盤に軟弱な層が部分的に存在した
ことによる基礎構造の変更

+2.3

３．人件費、資材価格などの社会情勢の変化 +5.7

e)工事単価の見直し +5.7

４．コスト縮減 -0.4

f)コスト縮減 -0.4

事業費増減 +19.9

b)落石防止対策の追加

事業費の主な変更要因

労務単価等の上昇率（H27=100%)

100%

105%

110%

115%

120%

125%

130%

135%

140%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

公共工事設計労務単価平均

設計技術者単価（主任技師）

治水デフレーター

e)公共工事単価の見直し

被災状況① 被災状況②

c)出水に備えた対応
出水対応の想定

（ストックヤード内の清掃、
流木処理、路面清掃等）
を2回/年から4回/年へ
変更

d)軟弱層の対応
設計段階で確認され

なかった軟弱層への対
応として地盤改良と基礎
の延伸を実施

被災後被災前

a)台風第19号による施設被害への対応
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天
⻯
川

三
峰
川

諏訪湖

沢渡（さわんど）
⽔位観測所

美和ダム

位置図

【美和ダム概要】
河川名：天竜川水系三峰川
所在地：長野県伊那市

目的 ： 洪水調節、発電
かんがい

堤高 ： 69.1m
（ダム天端標高EL.817.6m）

堤頂長 ： 367.5 m

流域面積 ： 311.1km2

総貯水容量 ： 2,995万m3

洪水調節容量 ： 1,620万m3

土砂ﾊﾞｲﾊﾟｽﾄﾝﾈﾙ ： L=4,308m

長野県南部

美和ダムの防災操作の状況
10/11 14時 〜 10/13  0時
累計⾬量326.4mm

貯水位 813.10ｍ

ダム操作が
無かった場合の⽔位

氾濫危険⽔位
H=1.60m避難判断⽔位
H=1.40m

氾濫注意⽔位 H=0.90m
⽔防団待機⽔位 H=0.50m

沢渡⽔位観測所(伊那市沢渡地先)

予備放流下限水位

(10⽉12⽇23時50分)

最⼤放流量約479m3/s

803.8

(10⽉12⽇19時30分)

最⼤流⼊量約887m3/s

常時満水位 EL.815.0m

実績⽔位 1.26m
10/12 23：00時点
水位低減効果量

約50cm

洪水貯留量
約1,480万m3

雨量観測所

水位観測所

河川⽔位 低減効果

＜台風第19号の美和ダムにおける概要＞

■非常に強い台風第19号の影響により、10月11日の降り始めからの降水量は、美和ダム流域平均で約
326mmを記録しました。また、最大流入量約887m3/sは過去3番目に大きい流入量であり、10月12日21
時30分～13日1時00分までの間異常洪水時防災操作を実施しています。

■美和ダムでの防災操作の実施により、最大約1,480万m3の水を貯留し、ダム操作がなかった場合と比

較して、ダム下流の沢渡（さわんど）地点の水位は、約50cm低下したものと推定されます。

■今回の出水でも、土砂バイパストンネルの運用を行い、貯水池への土砂流入を抑制しています。
【数字はすべて速報値】

⼟砂バイパストンネル放流状況
（10⽉12⽇12:30）

美和ダム放流状況
（10⽉12⽇22:19）

ダムの放流状況

ダム湖の状況（貯⽔位EL.813.10m）
（10⽉13⽇6:00）

（４）事業費の増額
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流出ブロック
復旧

貯砂ダム断面図
被災前

被災後

美和ダムへの流入量が大きかった（既往3位）ことから、以下の施設被害が発生。
■施工中の貯砂ダムが洪水により被災（貯砂ダムを構成していたブロックの流出）。
■施工中のストックヤード施設が洪水により被災（ストックヤードの導水路の護岸が崩壊）。
■工事施工中のため被災箇所の応急復旧工事にて対応。

仮締切

導水路護岸崩壊

洗掘
越水

越水

下流仮締切

仮締切を越水した洪水が護岸背面
を洗掘したことにより護岸崩壊

被災前

仮設対象流量を越える洪水により
貯砂ダム下流側ブロックが流出

ブロック
流出

導水路護岸の被災

貯砂ダムの被災

（４）事業費の増額
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復旧

被災なしブロック

未施工ブロック

被災後

貯砂ダム下流側
ブロックの流出

導水路護岸断面図

復旧

導水路護岸
復旧



（４）事業費の増額

分
派
堰

分派堰下流

分派堰上流

＜再度災害防止・落石被災＞
■左岸側法面のあらゆる箇所で落石が発生。
■送泥作業や通常管理時の人的被害の防止を図るため、落石防護柵等の対策を追加。

15

落石防護柵イメージ



（４）事業費の増額

＜再度災害防止・洗掘被災＞
■台風第１９号の出水により導水路の山側が洗掘。
■洗掘に伴う導水路施設等への影響を防止を図るため、洗掘対策を追加。

16

被災（導水路背面洗掘）

対策（洗掘防止）

洗掘対策

導水路

横断図

洗掘対策

被災前

対策後

出水により洗掘



２）費用対効果分析

■ 事業の実施による総便益(B)は約９５６億円であり、事業全体に要する総費用(C)は約１,２１０億円。
これをもとに算出される費用便益比（B/C）は約０.８となる。（前回評価 B/C 約１.２）

■ 令和３年度以降の残事業費に対する総便益（B）は約１.２１億円であり、これに要する総費用（C）は
約１.０２億円。これをもとに算出される費用便益比（B/C）は約１.２となる。（前回評価 B/C約８.４）

費用対効果分析 感度分析

○評価基準年次：令和2年度（前回評価基準年：平成29年度）

○総便益(B)：便益(治水)については評価時点を現在価値化の基準点とし、治

水施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象

期間にして年平均被害軽減期待額を割引率を用いて現在価値化し

たものの総和

残存価値：将来において施設が有している価値

○総費用(C)：･評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施
設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費
を割引率を用いて現在価値化したものの総和

･建設費：美和ダム再開発完成に要する費用
(残事業は、R2年度以降）

※実施済の建設費は実績費用を計上

･維持管理費：美和ダム再開発の維持管理に要する費用

○割引率 ：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により
4.0％とする。

今回評価
全体事業
（Ｂ／Ｃ）

残事業
（Ｂ／Ｃ）

残事業費
（+10%～-10%）

0.8～0.8 1.1～1.2

残工期
（+10%～-10%）

0.8～0.8 1.2～1.2

資産
（+10%～-10%）

0.9～0.7 1.2～1.2

全体事業 残事業 全体事業 残事業

1.2 8.4 0.8 1.2

総便益（B） 1,173億円 570億円 956億円 1.21億円

便益 1,157億円 568億円 937億円

一般資産被害 422億円 208億円 497億円

農作物被害 1億円 1億円 1億円

公共土木施設等被害 716億円 351億円 396億円

営業停止被害 9億円 4億円 22億円

応急対策費用 9億円 4億円 20億円

残存価値 16億円 2億円 19億円

総費用（C） 968億円 68億円 1,210億円 1.02億円

建設費 901億円 42億円 1,132億円

維持管理費 67億円 26億円 78億円

・基準年の変更
・資産評価額の更新
・治水経済調査マニュアル
（案）の改定

・基準年の変更
・事業計画の変更

項目
前回評価（平成29年度） 今回評価(令和2年度) 前回評価との

主な変更点

B/C
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※

平成17年版治水

経済マニュアル
を採用した場合
のB/C

1.1

※参考



２）費用対効果分析

＜事業継続の判断＞
■当該事業の今後については ①増額せずにR2年度で事業を中止する ②増額して継続し、R5年度まで

に事業を完成する のいずれかである。
■増額した場合（②）に残事業の投資効率性が確保されていることから、増額の上、継続することが妥当。

①増額せずにR2事業を
打ち切り

②増額してR5までに事
業を完成させる

残事業における
便益

発現しない 発現する

残事業における
費用

‐
（打ち切り）

増額必要

残事業における
費用便益比

基準値未満
（1.0未満）

基準値以上
(1.0以上）

総合評価 × ◎

＜参考＞
＜事業の継続もしくは中止をする際の

判断基準＞
■ 「公共事業評価の費用便益分析に関

する技術指針（共通編）」において、
残事業B/C が基準値以上、全体事
業B/Cが基準値未満の場合は、「基
本的に継続とするが、事業内容の見
直し等を行う」こととされている。

公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）より
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２）費用対効果分析
貨幣換算が困難な水害被害の定量化について

①人的被害

・浸水区域内人口

・想定死者数

・最大孤立者数

水害による被害指標分析
今回算出した被害指標項目

①
～
③
に
つ
い
て

定
量
化
指
標
を
設
定

③波及被害

・ライフラインの停止による波及被害

②社会機能低下被害

・機能低下する医療施設数、社会福祉
施設数

治水事業のストック効果

■ 今後の治水事業をより効果的に進めるとともに、水害リスクの把握を目的として、水害の被害指標分析を実施。

一般資産被害
家屋、家庭用品、事業所償却資産、事業所在庫資産、
農漁家償却資産、農漁家在庫資産

農産物被害 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害 公共土木施設、公益事業施設、農地、農業用施設の浸水被害

人的被害 死者数、孤立者数、避難者数など

家計

事業所

公共・公益サービス

家計

事業所

国・地方公共団体

医療・社会福祉施設等の機能低下
による被害

医療施設、社会福祉施設等

防災拠点施設の機能低下による被害 役所、警察、消防等の防災拠点施設

交通途絶による波及被害 道路、鉄道、空港、港湾等

ライフラインの停止による波及被害 電力、水道、ガス、通信等

経済被害の域内、域外への波及被害 事業所

地下空間の被害

文化施設等の被害

水害廃棄物の発生

営業停止被害

応急対策費用

②社会機能低下被害

③波及被害

精神的被害

④その他

リスクプレミアム

水害により地域の社会経済構造が変化する被害

高度化便益

稼働被害

評価項目

直接被害

資産被害

①人的被害

間接被害

「治水経済調査マニュアル(R2.4版)」で便益として計上し
ている項目
「水害の被害指標分析の手引(H25試行版)」で定量化手
法が示されている項目

定量化手法が示されていない項目
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（事業実施前） （事業実施後）

２）費用対効果分析
貨幣換算が困難な水害被害の定量化について 【水害による被害指標分析】
①人的被害､②社会機能低下被害、③波及被害

■ 河川整備計画の目標規模の大雨が降ったことにより想定される浸水が発生した場合
①浸水区域内人口は約３００人、最大孤立者数は約５０人低減される。
②機能低下する施設数に事業実施による低減はない。
③電力の停止の影響は約２００人、ガスの停止の影響は約９０人、通信（固定電話）の停止の影響は約１００人低減さ

れる。

※ 想定死者数はLIFESimモデルをベースとしたモデルに基づき、年齢別、住居階数別、浸水深別の危険度を勘案して算出した。
最大孤立者数は災害時要支援者（高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等）については浸水深30cmを対象、その他については浸水深50cmを対象として算出した。

①人的被害 ①人的被害

③波及被害 ③波及被害

②社会機能低下被害 ②社会機能低下被害
医療施設 5箇所
社会福祉施設 4箇所

機能低下する施設

電⼒ 約1300⼈

ガス 約900⼈
上⽔道 約120⼈
通信(固定電話) 約1300⼈
通信(携帯電話) 約480⼈

ライフライン
停⽌影響⼈⼝

浸⽔内⼈⼝ 約2500⼈
想定死者数 約12⼈
最⼤孤⽴者数 約470⼈

浸⽔内⼈⼝ 約2200⼈
想定死者数 約11⼈
最⼤孤⽴者数 約420⼈

医療施設 5箇所
社会福祉施設 4箇所

機能低下する施設

電⼒ 約1100⼈

ガス 約810⼈
上⽔道 約110⼈
通信(固定電話) 約1200⼈
通信(携帯電話) 約430⼈

ライフライン
停⽌影響⼈⼝
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３）事業の進捗の見込みの視点

ストックヤード施設施工状況及び予定（令和2年5月撮影）

■引き続き、ストックヤード施設の整備を実施。
・令和2年度でストックヤード施設概成予定。
・試験運用を実施したうえで、ダム下流への環境負荷の軽減に配慮する運用計画を策定する。

事業工程
年度

2019
（R1)

2020
（R2)

2021
（R3)

2022
（R4)

2022
（R5)

工
事

ストックヤード

導水路

再度災害防止対策

試験運用

※上記工程は現時点での予定であり、今後の進捗により変更になる可能性がある
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４）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
(１）コスト縮減

■ 設計段階におけるコスト縮減（総減額 約0.4億円）
・ストックヤードに設置する観測機器について、モニタリング内容の検討を行い土圧計及び間隙水圧
計等の配置を見直し。

■ 学識者等の委員で構成する「中部地方整備局事業費等監理委員会三峰川総合開発事業部会」に
て、各年度の事業内容、コスト縮減等について意見をいただいている。

■ 引き続き、工法の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮減に努める。

(２）代替案立案等の可能性

■ 天竜川水系河川整備計画（平成21年7月）において、洪水を安全に流下させることが出来る対策案
として３案を比較し、天竜川の社会経済上の重要性、財政の制約、治水事業の早期かつ広範囲な
効果発現、並びに現在の技術レベルでの環境負荷の大小等を評価して、河道整備と合わせて既設
ダムの洪水調節機能の強化により水位低下を図る案を採用している。

■ 現時点においてもコスト面での優劣に変化はなく、総合的な評価結果には影響を与えない。

観測機器の基数の見直し
：土圧計・間隙水圧計
：カメラ
：量水標

●カメラ等を有効活用することで、以下のとおりコスト縮減
水位計 ：10基→量水標20基（カメラで水位把握）
土圧計 ：40基→24基（水位把握箇所の追加に伴う減）
間隙水圧計：40基→24基（ 〃 ）
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事業の継続について異存ありません。引き続きコストの縮減の配慮に努められますようお願いし
ます。

また、長期的な治水に関する目標達成に向けた検討も併せて進められますようお願いいたします。

長野県への意見聴取結果は下記のとおり。

４．県への意見聴取結果

５．対応方針（原案）

■ 全体事業に対する費用対効果は確保されていないが、天竜川上流域の洪水氾濫防御及び美和
ダムの機能の保全・洪水調節を目的とした本事業の必要性、重要性に変化はなく、残事業に対す
る費用対効果は確保されていることから、事業継続することが妥当である。
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